
１ 労働力状態 

 
 
 (1) 労働力人口と労働力率 
 
 
  ア 労働力人口 
 
 平成12年国勢調査による平成12年10月１日現在の愛知県の15歳以上人口は593万4856人で、
平成７年に比べ19万6735人(3.4％)増加しました。このうち、労働力人口は384万1471人で、平成
７年に比べ1万3444人(0.4％)増加しました。男女別にみると、男性は231万7902人、女性は152万
3569人で、平成７年に比べ男性は1万4449人(△0.6％)減少し、女性は2万7893人(1.9％)増加しま
した。（表１、第１表参照） 
 
  イ 労働力率 
 
 
 
 労働力率は64.7％で、平成７年と比べて2.0ポイント低下しました。これを男女別にみると、男性
は78.5％、女性は51.1％で、平成７年に比べ男性は3.1ポイント、女性は0.8ポイントともに低下しま
した。 
 
 労働力率の推移をみると、昭和35年の70.0％をピークとして、40年及び45年は69％台を維持し
たものの、第一次石油危機の影響を受けた50年は2.8ポイント低下して66.8％となりました。50年
以降は第二次石油危機、円高不況、平成景気、平成不況等を経て、平成７年まで若干の増減は
あったものの、66％台で推移しましたが、12年は７年と比べて2.0ポイントの低下となりました。 
 
 男女別にみると、男性は昭和35年の87.3％をピークとして、以降は好不況を経る中で、一時的
に回復する時期はあったものの、低下傾向で推移し、平成12年は７年に比べて3.1ポイント低下し
て、78.5％と最も低くなりました。一方、女性は昭和35年の53.7％をピークとして、その後２度の石
油危機の時期には50％台を割ったものの、昭和60年以降は回復し、平成２年からは51％台を維
持しています。50年をみると第１次石油危機の影響を受け45年を4.4ポイントも下回る大幅な低下
を示し、労働力率も48.0％と最も低くなりましたが、55年以降は上昇を続け、平成７年は51.9％と
なりました。しかし、12年には51.1％と0.8ポイント低下しました。 
 
 年齢５歳階級別にみると、男性は20～64歳の各年齢階級で73.5～97.3％となっており、中でも
25～54歳では95％以上の高率を維持していますが、15～19歳、65歳以上では21.8～36.1％と低
くなっています。一方、女性は結婚、出産、育児等ライフステージの変化を反映し、20～24歳の
73.7％と45～49歳の71.7％を２つの山とし、30～34歳の53.8％を谷とする“Ｍ字型”となっていま
す。 
 
 さらに、昭和55年、平成２年(図１)と比べてみると、男性は各年齢層とも低下している中でも、60
歳以上で著しく低くなっています。また、女性は新卒女子大生の就職難を反映して、20～24歳で
低下している反面、これまで労働力率の谷となっていた25～34歳で大きく上昇しています。 
 
 市町村別にみると、赤羽根町(78.3％)、渥美町(75.2％)、田原町(71.4％)と渥美郡の３町が上位
を占め、東栄町(53.6％)、富山村(56.1％)、鳳来町(59.0％)、設楽町(59.1％)、豊根村(59.4％)など,
三河山間部で低くなっています。（表１～表３、図１、第１表参照） 

 
 



 
 
 
 
 

 
 
 
 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 



 
(2) 完全失業者 
 
 
  ア 完全失業者数 
 
 完全失業者数は15万4233人で、平成７年に比べ1万1684人、率にして8.2％と増加しました。男
女別にみると、男性は9万9524人、女性は5万4709人で、平成７年に比べ男性は6218人(6.7％)、
女性は5466人(11.1％)とともに増加しています。 
 年齢５歳階級別でみると、男性は60～64歳が1万6295人、25～29歳が1万3835人、20～24歳が
1万3528人と１万人を超え、30～34歳が9264人と続き、20歳台及び60歳以上の失業者が多くなっ
ています。一方、女性は25～29歳が1万1441人、20～24歳が1万992人となっており、男女とも20
歳台の失業者が多くなっています。 
 
  イ 完全失業率 
 
 完全失業率は4.0％となり、平成７年と比べ0.3ポイント上昇しました。男女別にみると、男性は
4.3％、女性は3.6％となり、平成７年と比べ男性、女性ともに0.3ポイント上昇しています。 
 年齢５歳階級別でみると、男性では15～19歳、60～64歳で10％を超えているのに対し、女性で
は15～19歳が9.1％と最も高く、20～24歳がこれに次いでいます。（表４、第１表参照） 

 
 
 
 

  



 (3) 非労働力人口 
 
 
 非労働力人口は204万6670人で、平成７年に比べ15万367人(7.9％)増加しました。男女別にみ
ると、男性は60万684人、女性は144万5986人で、平成７年に比べ男性は8万4014人(16.3％)、女
性は6万6353人(4.8％)ともに増加しました。（表５、第１表参照） 

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



２ 就業状態 

 （1） 従業上の地位 
 
 就業者総数は368万7238人となり、平成７年に比べ1760人（0.05％）増加しました。 
 男女別にみると、男性は221万8378人、女性は146万8860人で、平成７年に比べ男性は2万667
人（△0.9％）減少し、女性は2万2427人（1.6％）増加しました。 
 従業上の地位別にみると、雇用者（「役員」を含む。以下同じ。）は312万1347人（就業者総数に
占める割合84.7％）、自営業主は37万4947人（同10.2％）、家族従業者は19万813人（同5.2％）
で、平成７年に比べ雇用者は5万3856人（1.8％）増加したのに対し、自営業主は1万8107人（△
4.6％）、家族従業者は3万3916人（△15.1％）それぞれ減少しました。男女別にみると、男性は雇
用者が190万4440人（男性就業者に占める割合85.8％）、自営業主が27万9533人（同12.6％）、家
族従業者が3万4351人（同1.5％）で、平成７年に比べ雇用者は41人（0.0％）と横ばいなのに対し、
自営業主は1万5685人（△5.3％）、家族従業者は5015人（△12.7％）それぞれ減少しました。一
方、女性は雇用者が121万6907人（女性就業者に占める割合82.8％）、自営業主が9万5414人
（同6.5％）、家族従業者が15万6462人（同10.7％）で、平成７年に比べ雇用者は5万3815人
（4.6％）増加したのに対し、自営業主は2422人（△2.5％）、家族従業者は2万8901人（△15.6％）
それぞれ減少しました。 （表６、表７、第２表参照） 

 
 



 
 （2） 産業別就業者 
 
 
 産業３部門別にみると、第１次産業は10万9181人（就業者総数に占める割合3.0％）、第２次産
業は136万214人（同36.9％）、第３次産業は219万2586人（同59.5％）で、平成７年に比べ第１次産
業は1万3453人（△11.0％）、第２次産業は7万5296人（△5.2％）減少したのに対し、第３次産業は
7万6703人（3.6％）増加しました。この結果、産業別割合は、平成７年に比べ第１次産業は0.3ポイ
ント、第２次産業は2.1ポイントそれぞれ低下したのに対し、第３次産業は2.1ポイント上昇しまし
た。 
 
 産業別割合の推移をみると、昭和25年はいずれの産業も30％台を示し、概ね均衡していました
が、その後の高度経済成長に伴う産業構造の変化により、第２次産業、第３次産業が拡大する
一方、第１次産業は急速に縮小していきました。また、高度経済成長期には拡大を続けた第２次
産業は、昭和45年の46.1％をピークに、その後は縮小傾向へと転じ、平成12年は36.9％となりま
した。なお、第３次産業は一貫して拡大を続けています。この結果、最も割合の高い産業は、昭
和25年は第１次産業、30～45年までは第２次産業、50年以降は第３次産業となっています。特
に、55年以降は、就業者の過半数が第３次産業に就いていることになりました。 
 
 市町村別に、産業別割合をみると、第１次産業が高いのは、赤羽根町（58.0％）、渥美町
（51.9％）、八開村（34.0％）など、第２次産業では藤岡町（55.7％）、高浜市（55.0％）､碧南市
（51.8％）など、第３次産業では長久手町（74.7％）、富山村（74.2％）、名古屋市（70.9％）などとな
っています。一方、第１次産業が低いのは、名古屋市（0.3％）、尾張旭市（0.5％）、瀬戸市（0.6％）
など、第２次産業では渥美町（12.7％）、赤羽根町（12.9％）、富山村（14.4％）など、第３次産業で
は赤羽根町（29.1％）、渥美町（35.3％）、津具村（37.0％）などとなっています。  （表８、表９、図
２、第３表参照） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 



 
  ア 第１次産業 
 
 産業大分類別にみると、農業は10万1986人（就業者総数に占める割合2.8％）、漁業は6311人
（同0.2％）、林業は884人（同0.0％）で、平成７年に比べ農業は1万2224人（△10.7％）、漁業は931
人（△12.9％）、林業は298人（△25.2％）それぞれ減少しました。農業の割合の推移をみると、昭
和25年には30％台であったのが、以後一貫して低下し、平成12年には2.8％になっています。  
 
  イ 第２次産業 
 
 産業大分類別にみると、製造業は103万671人（就業者総数に占める割合28.0％）、建設業は32
万8036人（同8.9％）、鉱業は1507人（同0.0％）で、平成７年に比べ、製造業は7万1125人（△
6.5％）、建設業は4090人（△1.2％）、鉱業は81人（△5.1％）それぞれ減少しました。製造業の割
合の推移をみると、平成２年までは30％台を上回っていましたが、平成７年、12年と引き続いて３
割を下回っています。  
 
  ウ 第３次産業 
 
 産業大分類別にみると、卸売・小売業，飲食店が87万1876人（就業者総数に占める割合
23.6％）で最も多く、次いでサービス業85万8933人（同23.3％）、運輸・通信業22万9281人（同
6.2％）、金融・保険業8万9022人（同2.4％）、公務（他に分類されないもの）8万6989人（同2.4％）、
不動産業3万6300人（同1.0％）、電気・ガス・熱供給・水道業2万185人（同0.5％）の順となりまし
た。平成７年と比べると、サービス業の8万5984人（11.1％）、運輸・通信業の6724人（3.0％）など４
業種が増加し、卸売・小売業，飲食店が1万2937人（△1.5％）、金融・保険業が7546人（△
7.8％）、電気・ガス・熱供給・水道業が1046人（△4.9％）と３業種が減少となりました。（表10、表
11、図３ 参照） 

 
 
 
 

 
 



 
 
 
 
 
 
 

 
 
 



（3） 就業時間 
 
 就業者の平均週間就業時間は42.2時間となりました。従業上の地位別にみると、最も多いのは
役員で45.9時間、次いで自営業主（43.1時間）、雇用者（42.0時間）の順となっています。また、産
業大分類別にみると、運輸・通信業が最も多く46.7時間、次いで建設業（45.8時間）、鉱業（44.7時
間）、製造業（43.6時間）となっています。第２次産業の３業種はいずれも県全体の平均時間を上
回っています。 
 さらに、男女別にみると、男性は47.1時間、女性は34.7時間となり、男性は女性より週平均で
12.4時間多くなっています。（表12、第４表参照） 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 



３ 外国人（再掲）  

 （1） 労働力状態 
 
 平成12年国勢調査の結果から外国人のみを取り出してみると、15歳以上人口は9万5098人で、
平成７年に比べ1万7542人（22.6％）増加しました。このうち労働力人口は6万6110人で、平成７年
に比べ1万971人（19.9％）増加しました。男女別にみると男性は3万9179人、女性は2万6931人
で、平成７年に比べ男性は4817人（14.0％）、女性は6154人（29.6％）ともに増加しました。 
 労働力率は69.5％で、平成７年に比べ1.6ポイント低下しました。男女別にみると、男性は
83.9％、女性は55.6％で、平成７年に比べ男性は2.7ポイント低下したのに対し、女性は0.7ポイン
ト上昇しました。 
 
 
 （2） 就業状態 
 
 就業者総数は6万2705人で、平成７年に比べ1万695人（20.6％）増加しました。男女別にみると
男性は3万7217人、女性は2万5488人で、平成７年に比べ男性は4737人（14.6％）、女性は5958
人（30.5％）とともに増加しました。 
産業大分類別にみると、製造業が3万69人（就業者総数に占める割合48.0％）で最も多く、次いで
卸売・小売業，飲食店1万1092人（同17.7％）、サービス業1万78人（同16.1％）、建設業5848人（同
9.3％）の順となっており、これら４業種で９割以上を占めています。 
 平成７年と比べると、製造業が7737人（34.6％）、サービス業が1557人（18.3％）、卸売・小売業，
飲食店が1138人（11.4％）それぞれ増加する一方で、建設業が527人（△8.3％）の減少となりまし
た。製造業の増加数が全増加数の約７割を占めています。（表13、表14 参照） 
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